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Abstract
The purpose of this study was to examine growing changes of the maxillary dentition and alveolar base (ALB) 

including the palate, and investigate its relationship with malocclusion.
Digital models of maxillary digital casts at 8, 11, and 14 years of age were longitudinally collected from 

schoolchildren (27 boys and 19 girls) as a general Japanese population. Three-dimensional morphologies of dental 
arch and ALB, including the palate, were measured, and growth changes were examined based on chronological 
and dental age. In addition, in 29 boys at 14 years, the relationships of palatal volume (PV), surface area (PS) and 
depth (PD) as well as ALB morphologies, against to arch length discrepancy (ALD) and dental arch width were 
investigated.

Dental arch width measured at the first molar (M1-DAW) and its basal arch width (BAW), PV and PD increased 
significantly from 8 to 11 years and from 11 to 14 years. On the other hand, dental age-based assessment did not 
show clear differences compared with the chronological age-based assessment. In terms of gender difference, M1-
DAW of male was significantly larger than females at all ages, and PD of the male was significantly larger than 
females at 8 and 14 years. ALD and M1-DAW were set as indices of malocclusion, and their relationships with 
dental arches and ALB were investigated. ALD showed a significantly high correlation with M1-DAW, basal arch 
length (BAL), PV and PS, but no relationship with DAW at canine was observed. M1-DAW showed a significant 
correlation with BAW and BAL, and with PV and PS, but no association with PD was observed.

Dental arch dimensions and ALB morphologies including palate increased over time from 8 to 14 years, and 
correlated with each other. These growth changes were more clearly indicated by chronological age than by dental 
age.
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緒　　言

　上顎の側方への劣成長による歯列弓の狭窄は，叢生，
上顎前突，臼歯部交叉咬合，下顎側方偏位などさま
ざまな不正咬合に認められる基本的な問題である 1–3）。
上顎骨の側方への劣成長により歯槽基底弓幅径が狭窄
すると，歯列弓幅径も狭窄し前歯部叢生を発現する。
また臼歯部交叉咬合は，上顎歯列弓の狭窄の結果とし
て引き起こされることが多く 4），時として下顎の側方
偏位を伴う 5）。
　上顎歯列弓の狭窄の改善には，可撤性の拡大床や
Quad	Helix などを用いた歯槽性の拡大，Functional	
Regulator による頰舌的機能圧をコントロールした拡
大が行われるが，上顎骨の狭窄を疑う症例に対しては
歯槽基底部の拡大を目的として急速拡大装置が適用さ
れている。急速拡大装置は，思春期後期および若年成人
患者にとって予測不可能な治療方法であるため，cone-
beam	computed	tomography 画像を使用して正中口
蓋縫合の形態を評価した報告がある 6）。しかしながら
歯列弓の狭窄や歯槽基底形態の狭窄の診断，拡大効果
の評価方法に関する明確な基準が確立されていない。
　上顎骨の狭窄の診断として，正面頭部エックス線規
格写真を用いた評価が行われている。しかしながら正
面セファロによる水平方向の計測は，計測点が不明確
で頭位の回転の影響を受け易いため，歯列弓や歯槽基
底部の幅径の計測については信頼性が低いと考えられ
る 7,8）。歯列弓や歯槽基底部の幅径評価として歯列模
型分析が行われているが，幅径計測が歯の前後的位置
に依存しているということが問題点として挙げられ
る。一方，歯の位置に依存しない評価法として，歯列
弓や歯槽基底弓に四次元多項式を使用して作成した曲
線を適合させて評価する方法が報告されている 9）。
　歯槽基底形態の評価対象となる口蓋は，舌圧など口
腔機能の影響を直接受けており，歯列弓や歯槽基底部
の狭窄を伴う不正咬合の成立に関与すると考えられ
る 10）。口蓋形態を評価することは，口腔機能の影響を
検討するためにも重要と考えられるが，三次元的に複
雑な形状を呈する口蓋を評価し明確な診断基準を確立
することは難しい。近年三次元デジタル画像を用いた
歯列計測が行われており 11,12），従来では困難な口蓋形
態の評価への利用が期待される。辻野らは，経年的に
採得された正常咬合者の歯列石膏模型を用い，幼児期
から青年期の歯列幅径について検討し，犬歯，小臼歯，
および大臼歯部の歯列弓幅径に関する詳細な成長変化
を報告した 13）。Huang ら 14）は，骨格性Ⅰ級とⅡ級の
中国人成人男女の CBCT 画像を 3 次元に再構築し，口
蓋形態の評価を行っている。また Muchitsch ら 15）は，

平均年齢 8.3 歳の白人男女を対象に，上顎急速拡大装
置（RME）の拡大前後の変化について，三次元デジタ
ル画像を用いて評価を行った。Kairalla ら 16）は，口腔
内スキャナーを使用し，白人成人 70 名を対象として，
三次元に口腔内の評価を行った。以上のように口蓋形
態の変化を評価した研究は 3D 計測が普及してきたこ
とで多く報告されてきたが，その計測は横断的 17）ある
いは治療による介入が行われている例 15）や，不正咬合
者を除外して計測されている 18）。日本人一般集団の観
察において中道ら 19）は暦齢，Dental	age による観察
は大村ら 20）が報告している。しかし，口蓋形態の暦齢
による成長様相と Dental	age による成長様相を比較，
検討した報告はない。
　本研究の目的は，経年歯列石膏模型を利用したデジ
タル模型を三次元計測することにより，
　1）	日本人一般集団における歯列弓形態および口蓋

を含む歯槽基底形態に関する暦齢による評価と
Dental	age による評価を比較・検討する。

　2）	日本人一般集団におけるアーチレングスディス
クレパンシー（ALD）と歯列弓の狭窄に対する，
口蓋を含む歯槽基底形態の関わりについて三次
元的に検討することである。

資料および方法

　本研究は，神奈川歯科大学の研究倫理審査委員会の
承認（承認番号：608）を得て実施した。
1．研究資料
　本研究に用いた資料は，神奈川歯科大学歯科矯正学
教室において，横須賀市在住の昭和 40 年度就学児童
を対象者として，歯科学的な健康管理を行うことを目
的に，検査目的および検査方法を保護者に十分説明し，
理解と協力の得られた者の経年的上顎歯列石膏模型で
ある 21–24）。資料採得初年度の平均年齢は 6 歳 7 か月で
あり，6 歳から 14 歳まで一年間隔で採得された。全
資料は 121 名（男児 59 名，女児 62 名）あり，計測に
は以下の条件を満たすものを選択した（図 1）。
　1）	全身所見に異常を認めず，また矯正歯科治療お

よび咬合誘導治療の経験がないこと
　2）	模型の歯冠および歯槽部に著明な破損がないこ

と
　3）第一大臼歯の萌出が完了していること
　4）	智歯を除いた欠如歯や過剰歯など歯数の異常が

ないこと
　5）前歯部と第一大臼歯に歯冠補綴物がないこと
　6）	乳犬歯残存あるいは犬歯萌出中ならびに萌出完

了していること
　以上より，上顎形態の経年変化の評価のため 8 歳，
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11 歳，14 歳の 3 時点の模型を（計 46 名，男児 27 名，
女児 19 名），歯列弓形態と歯槽骨形態の関わりについ
ては，男子 14 歳の模型を対象として計測を行った（29
名）。
　また，上顎形態の経年変化の評価のため 8 歳，11 歳，
14 歳の 3 時点においては，Hellman の Dental	age を
基に分類した。男児では 8 歳においてⅢA（n=16）
と ⅢB（n=11），11 歳 に お い て ⅢB（n=19） と ⅢC

（n=8），14 歳においてⅢC（n=10） とⅣ A（n=17）
に分類され，女児では 8 歳においてⅢA（n=7）とⅢ
B（n=12），11 歳においてⅢB（n=12）とⅢC（n=7），
14 歳においてⅢC（n=7）とⅣA（n=12）に分類された。
Hellman の Dental	age に分類したそれぞれの群と各

計測項目との関わりについても検討した。
2．計測方法および計測項目
　3D スキャナー C-Pro デンタルシステム（D800-3SP，
パナソニックデンタル株式会社，大阪）を使用して歯
列石膏模型を三次元計測し，歯列デジタルモデルを作
成した。独自に開発した包括的三次元画像解析ソフト
ウェア（Microsoft,	Vusial	C++）と，3D デザインソ
フト（MeshMixer,	Autodesk	Inc,	CA,	USA）を併用し，
以下の計測を行った。
　1）基準座標系の設定
　左右第一大臼歯の舌側歯肉縁点と左右中切歯舌側歯
肉縁点の中点を含む平面を歯頸平面とし，歯頸平面基
準座標系を設定した（図 2）。

図1　研究対象の選定
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図 2  歯頸平面基準座標系 

 

X 軸:上顎両側第一大臼歯舌側歯肉縁中央点を結んだ直線（左方: + ) 

Y 軸: 歯頸平面上で，X 軸に垂直で，左右上顎中切歯舌側歯肉縁点の中点を通 

  る直線（前方: + ) 

Z 軸: 原点を通り歯頸平面に垂直な直線（咬合面方向: + ) 

原点: 左右の第一大臼歯舌側歯肉縁中央点間の中点 

 

 

 

 

 

 

図2　歯頸平面基準座標系
X軸	：上顎両側第一大臼歯舌側歯肉縁中央点を結んだ直線（左方：+）
Y軸	：	歯頸平面上で，X軸に垂直で，左右上顎中切歯舌側歯肉縁点の中点を通る

直線（前方：+）
Z軸	：原点を通り歯頸平面に垂直な直線（咬合面方向：+）
原点：左右の第一大臼歯舌側歯肉縁中央点間の中点
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　2）計測項目
　計測に先立ち，歯頸平面に垂直で左右の上顎第一大
臼歯遠心の歯冠最大豊隆部を結ぶ線を通る平面を遠心
平面として設定した。
　（1）距離的計測（図 3）
　　a）上顎犬歯間歯列幅径（C-DAW）
　　上顎両側犬歯（乳犬歯）尖頭を結んだ直線の距離
　　b）上顎第一大臼歯間歯列幅径（M1-DAW）
　　上顎両側第一大臼歯中央窩を結んだ直線の距離
　　c）上顎歯列弓長径（DAL）
　　	上顎両側中切歯切縁間の中点から遠心平面に降ろ

した垂線の距離
　　d）上顎歯槽基底弓幅径（BAW）
　　	上顎両側第一大臼歯頰側歯槽基底部根尖相当部を

結んだ直線の距離
　　e）上顎歯列基底弓長径（BAL）
　　	上顎両側中切歯唇側歯槽基底部根尖相当部の中点

から，遠心平面に垂直に降ろした垂線の距離
　（2）アーチレングスディスクレパンシー（ALD）
の計測（図 4）
　　a）上顎歯列弓周長（AAL）
　　	右側第二小臼歯から左側第二小臼歯歯冠の近

遠 心 の 最 大 豊 隆 部 を 参 照 し た 最 適 近 似 曲 線
（Y=aX4+bX2)8）の長さ

　　b）上顎歯冠幅径総和（RAL）
　　	右側第二小臼歯から左側第二小臼歯までの歯冠近

遠心的幅径の総和
　　c）アーチレングスディスクレパンシー（ALD）
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図 4  アーチレングスディスクレパンシーの計測 

 

AAL: 右側第二小臼歯から左側第二小臼歯の近遠心の歯冠近遠心最大豊隆部を

参照した最適近似曲線（Y= aX4 + bX2)23）の長さ 

RAL: 右側第二小臼歯から左側第二小臼歯までの歯冠幅径の総和 

ALD = AAL - RAL 

 

 

 

 

 

 

図3　計測点および計測項目
点線：遠心平面
①C-DAW			：上顎両側犬歯（乳犬歯）尖頭を結んだ直線の距離
②M1-DAW：上顎両側第一大臼歯中央窩を結んだ直線の距離
③DAL	 ：	上顎両側中切歯の唇面を連ねた線の中点から遠心平面に降ろ

した垂線の距離
④BAW	 ：	上顎両側第一大臼歯頰側歯槽基底部根尖相当部を結んだ直線

の距離
⑤BAL	 ：	上顎両側中切歯唇側歯槽基底部根尖相当部の中点から，両側

第一大臼歯遠心を結んだ線に遠心平面に垂直に降ろした垂線
の距離

図4　アーチレングスディスクレパンシーの計測
AAL：	右側第二小臼歯から左側第二小臼歯の近遠心の歯冠近遠心最大豊隆部を参

照した最適近似曲線（Y=aX4+bX2)の長さ
RAL	：右側第二小臼歯から左側第二小臼歯までの歯冠幅径の総和
ALD=AAL-RAL
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　　	AALからRALを引いた値。叢生の場合は負の値，
空隙歯列の場合は正の値となる。

　（3）口蓋の計測
　　a）口蓋容積（PV,	PV-D）（図 5）
　　	口蓋部で，歯頸平面と遠心平面により囲まれた空

間の体積を口蓋容積 PV とし計測した。歯頸平面
に平行で，左右の第一口蓋皺壁内側点の中点を通
る深口蓋平面を設定し，PV のうち深口蓋平面よ
り深部の領域を深口蓋容積PV-Dとして計測した。

　　b）口蓋面積（PS,	PS-D）（図 5）
　　	歯頸平面の遠心平面から前方の表面積を口蓋面積

PS として計測し，深口蓋平面の遠心平面から前
方の表面積を深口蓋面積 PS-D として計測した。

　　c）口蓋の深さ（PD,	PD-D）（図 6）
　　	歯頸平面から正中口蓋縫線までの垂直距離を PD

として計測し，深口蓋平面から正中口蓋縫線まで
の直線距離 PD-D として計測した。

3．統計学的分析
　1）8 歳，11 歳，14 歳の各成長発育段階における上顎
の歯列弓形態および口蓋を含む歯槽基底形態三次元的
に評価し，基本統計量を求めた。正規性は Kolmogorov-
smirnov と Shapiro-Wilk 検定により検定を行った。各
計測項目の 8 歳と 11 歳間，11 歳と 14 歳間，8 歳と 14
歳間の有意差を求めるために，Friedman の検定を行
い，有意差がある場合は 2 群の比較を Bonferroni の補
正をした Wilcoxon 符号順位検定を行った。
　2）8 歳，11 歳，14 歳の各成長発育段階における男女
差を検定する目的で，Mann-Whitney	U 検定を行った。
　3）8 歳，11 歳，14 歳の各成長発育段階において，
各計測項目における，各年齢の Dental	age 間の有意
差を求めるために，Mann-Whitney	U 検定を行った。
また，各暦齢で同じであった Dental	age 間の有意差
を求めるために，Mann-Whitney	U 検定を行った。
　4）研究対象を Dental	age により分類し，各歯齢
発育段階における各計測項目の基本統計量を求めた。
正規性を確認し，各計測項目のⅢA とⅢB，ⅢB とⅢ

図5　口蓋容積および口蓋面積
PV	 ：口蓋部で，歯頸平面と遠心平面により囲まれた空間の体積
PV-D：	歯頸平面に平行で，左右の第一口蓋皺壁内側点の中点を通る深口蓋平面を

設定し，PVのうち深口蓋平面より深部の体積
PS	 ：歯頸平面の遠心平面から前方の表面積
PS-D	：深口蓋平面の遠心平面から前方の表面積

図6　口蓋の深さ
基底面を直線に描画
PD	 ：歯頸平面から正中口蓋縫線までの垂直距離
PD-D：深口蓋平面から正中口蓋縫線までの垂直距離
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図 6  口蓋の深さ 

 

基底面を直線に描画 

PD: 歯頸平面から正中口蓋縫線までの垂直距離 

PD-D: 深口蓋平面から，正中口蓋縫線までの垂直距離 
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C，ⅢA とⅢC の各歯齢群間の有意差を求めるために，
Friedman の検定を行い，有意差がある場合は 2 群の
比較を Bonferroni の補正をした Wilcoxon 符号順位検
定を行った。
　5）不正咬合の発現に対する口蓋を含む歯槽基底
形態の関わりを三次元的に評価する目的で，14 歳
時の男子のデジタルモデルを対象に，各計測項目の
Pearson の相関分析を行い，各計測項目間の相関係数
と有意水準を求めた。
　 統 計 に は， 統 計 解 析 ソ フ ト ウ ェ ア（SPSS	21.0,	
SPSS	Inc,	USA）を使用し，有意水準は 0.05 とした。
4．計測誤差
　本研究における三次元画像解析ソフト，PC 画面上
での計測による口蓋の計測誤差を以下の方法により求
めた。
　資料の中からランダムに選んだ 24 症例を対象に
PV，PV-D，PS，PS-D，PD，PD-D の計測を行った。
一回目の計測から１か月をあけて，同一研究者により
同じ計測を繰り返し，一回目と二回目の計測値の誤差
を求めた。
　計測誤差は次に示す Dahlberg の公式 25）を用いた。
　Standard	Error（SE)=√（∑d^2/n）（d：計測値の差，
n：症例数）信頼度係数は Houston の公式 26）を用い
計算した。

結　　果

1．計測誤差
　ランダムに選んだ 24 症例の PV,	PV-D,	PS,	PS-D,	
PD,	PD-D を繰り返し計測した結果，一回目と二回目
の計測に有意な差を認めず，Standard	Error が PV で
19.5 mm3，PV-D で 14.3 mm3，PS で 2.6 mm2，PS-D で
1.9 mm2，PD で 0.1 mm，PD-D で 0.1 mm であった。ま
た信頼度係数がそれぞれ PV で 99.9%，PV-D で 99.9%，
PS で 99.9%，PS-D で 99.9%，PD で 99.2%，PD-D で
99.2% であった。本研究の計測は，十分な精度を有し
ていると判断された（表 1）。
2． 8歳，11歳および 14歳の 3時点での経年変化 

（表 2～5）
　1）歯列幅径（DAW）
　C-DAW は，男児では 8 歳で平均 31.8 mm，11 歳で
平均 34.5 mm，14 歳で平均 34.8 mm，女児では 8 歳
で平均 31.4 mm，11 歳で平均 34.6 mm，14 歳で平均
34.6 mm であった（図 7）。男女ともに，8 歳と 11 歳間
で有意差が認められた（男児：P<0.01，女児：P<0.01）。
M1-DAW は，男児では 8 歳で平均 45.7 mm，11 歳で
平均 46.9 mm，14 歳で平均 47.8 mm，女児では 8 歳
で平均 44.9 mm，11 歳で平均 47.2 mm，14 歳で平均

47.7 mm であった（図 8）。8 歳から 11 歳にかけて大
きな経年的増加が認められた。男児では，8 歳と 11 歳
間（P<0.05），11 歳と 14 歳間（P<0.01），8 歳と 14 歳
間（P<0.01）で有意な差が認められ，女児では 8 歳と
11 歳間（P<0.01），11 歳と 14 歳間（P<0.01）に有意な
差が認められた。また C-DAW では，8 歳，11 歳，14
歳において男女間で有意な差は認められなかったが，
M1-DAW では，いずれの年齢においても男女間で有意
な差が認められた（P<0.001）（表 4）。
　2）歯槽基底弓幅径（BAW）
　男児では8歳で平均59.1 mm，11歳で平均61.7 mm，
14 歳で平均 62.9 mm を示し，女児では 8 歳で平均
58.5 mm，11 歳で 60.8 mm，14 歳で 61.0 mm を示し
た。女児に比べて男児の歯槽基底弓幅径は大きく，女
児において，11 歳から 14 歳にかけて有意な増加は認
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表 1 口蓋計測の計測誤差 

n=24           PV(㎣) T1 T2 diffrence
mean 4487.60 4892.84 405.24

Standard deviation 944.40 951.00 6.60
Minimum 3289.33 3261.10 28.23
Maximum 6921.91 6961.90 39.99

Coefficient of reliability (%) 99.9

n=24           PV-D(㎣) T1 T2 diffrence
mean 3872.61 3874.13 15.20

Standard deviation 807.05 807.30 0.25
Minimum 2534.89 2558.37 23.48
Maximum 5884.93 5866.66 15.27

Coefficient of reliability (%) 99.9

n=24           PS(㎟) T1 T2 diffrence
mean 791.22 792.24 1.02

Standard deviation 83.92 84.49 0.57
Minimum 638.79 631.80 6.99
Maximum 983.09 983.18 0.09

Coefficient of reliability (%) 99.9

n=24          PS-D(㎟) T1 T2 diffrence
mean 643.80 643.46 0.34

Standard deviation 67.76 67.93 0.17
Minimum 526.27 527.06 0.79
Maximum 807.59 805.92 1.67

Coefficient of reliability (%) 99.9

n=24          PD(㎜) T1 T2 diffrence
mean 12.10 12.06 0.04

Standard deviation 1.49 1.44 0.05
Minimum 10.26 10.27 0.01
Maximum 15.66 15.23 0.43

Coefficient of reliability (%) 99.2

n=24          PD-D(㎜) T1 T2 diffrence
mean 10.56 10.61 0.05

Standard deviation 1.43 1.40 0.03
Minimum 8.79 8.75 0.04
Maximum 13.81 13.79 0.02

Coefficient of reliability (%) 99.2

表1　口蓋計測の計測誤差
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められなかったが，男女ともに経年的増加が認められ
た（図 9）。男児では，8 歳と 11 歳間（P<0.01），11 歳
と 14 歳間（P<0.01）で有意に増加していたが，女児で
は 8 歳と 11 歳間のみ増加が認められた（P<0.01）。ど
の年齢においても男女間で有意な差は認められなかっ
た（表 4）。
　3）口蓋形態の変化（PV,	PV-D,	PS,	PS-D,	PD,	PD-D）

　 口 蓋 容 積 PV に 関 し， 男 児 で は 8 歳 で 平 均
4894.0 mm3，11 歳 で 平 均 5605.5 mm3，14 歳 で 平 均
6315.5 mm3 を示し，8 歳と 11 歳間，11 歳と 14 歳間，
8 歳と 14 歳間で有意な差が認められた（P<0.01）。女
児において PV は，8 歳で平均 4967.0 mm3，11 歳で
平均 5452.8 mm3，14 歳で平均 5974.9 mm3 を示した

（図 10）。女児では 8 歳と 11 歳間（P<0.05），11 歳と

表2　3時点の経年変化（男児）

表3　3時点の経年変化（女児）

表4　幅径計測の男女間の有意差
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表 2 3 時点の経年変化（男児) 
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表 3 3 時点の経年変化（女児) 
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表 4 幅径計測の男女間の有意差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

female male U-test female male U-test female male U-test
C-DAW （㎜）

mean 31.4 31.8 n.s. 34.6 34.5 n.s. 34.6 34.8 n.s.
Standard deviation 4.5 2.3 2.4 2.1 2.3 2.1

M1-DAW （㎜）

mean 44.9 59.1 ‡ 47.2 46.9 ‡ 47.7 62.9 ‡

Standard deviation 5.6 2.3 2.5 1.8 2.8 3.5
BAW （㎜）

mean 58.5 59.1 n.s. 60.8 61.7 n.s. 61.0 62.9 n.s.
Standard deviation 3.0 2.3 3.6 2.6 3.3 3.5

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01, ‡: p<0.001(By Mann-Whitney U test)

8歳 11歳 14歳
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14 歳間（P<0.01），8 歳と 14 歳間（P<0.01）で有意
な差が認められた。また PV-D は，男児では 8 歳で平
均 3846.8 mm3，11 歳で平均 4137.5 mm3，14 歳で平均
4676.0 mm3 を示し，8 歳と 11 歳間（P<0.01），11 歳
と 14 歳間（P<0.01），8 歳と 14 歳間（P<0.01）で有意
な差が認められた。女児において PV-D は，8 歳で平
均 3423.9 mm3，11 歳では平均 4151.6 mm3，14 歳では
4233.7 mm3 を示した（図 11）。女児では 8 歳から 11 歳
の間（P<0.05），8 歳と 14 歳間（P<0.01）で有意な増加
が認められた。PV，PV-D とも 8 歳から 14 歳にかけて

経年的増加が認められ，11 歳と 14 歳において男児の
容積が女児より大きい値となった。また女児の PV-D
に関し，11 歳から 14 歳にかけては有意な差は認めら
れなかった。さらに，PV，PV-D，PS，PS-D について
は，どの年齢においても男女間で有意な差は認められ
なかった（表 5）。
　口蓋面積 PS は，男児では 8 歳で平均 783.8 mm2，
11 歳で平均 821.7 mm2，14 歳で平均 829.9 mm2 を示
し，女児では，8 歳で平均 794.8 mm2，11 歳で平均
809.1 mm2，14 歳で平均 808.3 mm2 を示した（図 12）。

表5　口蓋計測の男女間の有意差
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表 5 口蓋計測の男女間の有意差 

 

 

 

 

 

 

 

  

female male U-test female male U-test female male U-test
PV（㎣）

mean 4967.0 4894.0 n.s. 5452.8 5605.5 n.s. 5974.9 6315.5 n.s.
Standard deviation 998.0 924.4 1279.9 1388.5 1119.4 1110.5

PV-D（㎣）

mean 3423.9 3846.8 n.s. 4151.6 4137.5 n.s. 4233.7 4676.0 n.s.
Standard deviation 749.0 810.5 801.4 1068.4 1004.9 983.8

PS（㎟）

mean 794.8 783.8 n.s. 809.1 821.7 n.s. 808.3 829.9 n.s.
Standard deviation 96.1 91.0 98.1 85.1 79.7 98.1

PS-D（㎟）

mean 620.9 642.2 n.s. 641.6 654.9 n.s. 662.7 624.0 n.s.
Standard deviation 56.9 67.3 75.4 75.6 87.2 88.4

PD（㎜）

mean 11.1 12.1 * 12.5 13.1 ns 13.2 15.1 †

Standard deviation 1.3 1.5 1.7 1.8 1.7 2.1
PD-D（㎜）

mean 9.1 10.5 † 10.6 11.3 n.s. 11.3 13.0 †

Standard deviation 1.0 1.4 1.5 1.7 1.4 2.2
n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01, (By Mann-Whitney U test)

14歳8歳 11歳
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図 7  上顎犬歯間歯列幅径（C-DAW)の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n.s. 

† n.s. 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01 (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

† 

† 
† 

図7　上顎犬歯間歯列幅径（C-DAW）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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図 8  上顎第一大臼歯間歯列幅径（M1-DAW) の経年変化 

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

† 

† n.s. 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01 (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

† 

† 

* 

図8　上顎第一大臼歯間歯列幅径（M1-DAW）の経年変化
男児n=27，女児n=19

図9　上顎歯列基底弓幅径（BAW）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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図 9  上顎歯列基底弓幅径（BAW)の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

† n.s. † 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01 (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

† 

† 

† 
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図 10  口蓋容積（PV) の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

* † 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01  (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

† 
† 

† † 

図10　口蓋容積（PV）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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男児，女児とも各年齢の有意差は認められなかった。
PS-D は，男児は 8 歳で平均 642.2 mm2，11 歳で平均
654.9 mm2，14 歳で平均 624.0 mm2 を示し，11 歳から
14 歳で有意な減少を示した（P<0.05）。女児では 8 歳
で平均 620.9 mm2，11 歳では平均 641.6 mm2，14 歳で
は平均 662.7 mm2 を示し，年齢間の有意差は認められ
なかった（図 13）。PS，PS-D ともに 3 時点において，
男女間で有意な差は認められなかった（表 5）。
　口蓋の深さ PD の計測では，男児は 8 歳で平均
12.1 mm，11歳で平均13.1 mm，14歳で平均15.1 mmを
示し，女児では 8 歳で平均 11.1 mm，11 歳で 12.5 mm，
14 歳で平均 13.2 mm を示した（図 14）。男女ともに 8 歳
と 11 歳間（男児：P<0.05，女児：P<0.01），11 歳と 14
歳間（男児：P<0.01，女児：P<0.01）で有意な差が認
められた。また 8 歳と 14 歳においては，男女間で有意
な差を認めた（P<0.01）（表 5）。また PD-D は，男児で

は 8 歳で平均 10.5 mm，11 歳で平均 11.3 mm，14 歳で
平均 13.0 mm を示し，女児では 8 歳で平均 9.1 mm，11
歳では平均 10.6 mm，14 歳では平均 11.3 mm を示した

（表 2,	3）。男児の PD，PD-D において，8 歳から 11 歳
の間と比べて 11 歳から 14 歳の間の増加量は大きかっ
た（P<0.01）。PD，PD-D は，男児は女児と比較して 3
時点でいずれも大きい値を示した。また男女ともに 8
歳と 11 歳間（男児：P<0.01，女児：P<0.01），11 歳と
14 歳間（男児：P<0.01，女児：P<0.01）で有意に高い
相関が認められた。そのうち PD-D では 8 歳，14 歳に
おいて，男女間で有意な差が認められ（8 歳：P<0.01，
14 歳：P<0.01），11 歳においては男女間で有意な差は
認められなかった（図 15）。
3． 経年変化を評価する各計測項目における，各暦齢
における Dental age間の比較（表 6,	7）

　男児 8 歳における歯齢ⅢA とⅢB 間において有意な
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図 11  深口蓋容積（PV-D)の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n.s. 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01  (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

† † 

* † † 

図11　深口蓋容積（PV-D）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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図 12  口蓋面積（PS)の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n.s. n.s. n.s. 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01  (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

n.s. n.s. 

図12　口蓋面積（PS）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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図 13  深口蓋面積（PS-D)の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

* n.s. n.s. n.s. 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01  (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

n.s. n.s. 

図13　深口蓋面積（PS-D）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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図 14 口蓋の深さ（PD)の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

† † 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01  (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

† † 

* † 

図14　口蓋の深さ（PD）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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図 15   深部口蓋の深さ（PD-D)の経年変化  

男児 n=27， 女児 n=19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

† † 

n.s. : not significant, *: p<0.05, †: p<0.01 (by Wilcoxon signed rank test with Bonferroni correction) 

† 

† 
† † 

図15　深部口蓋の深さ（PD-D）の経年変化
男児n=27，女児n=19
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差は認められなかった。11 歳における歯齢ⅢB とⅢ
C 間では，PD-D（P<0.05）で有意な差が認められた。
また 14 歳における歯齢ⅢC とⅣA 間において，PD

（P<0.05），PD-D（P<0.01）で有意な差が認められた。
　女児では，8 歳，11 歳，14 歳において，各歯齢間
の有意な差は認められなかった。
4． 経年変化を評価する項目における，各 Dental age
における暦齢間の比較（表 8,	9）

　男児では，Ⅲ B において 8 歳と 11 歳の間で，C-DAW
（P<0.01），M1-DAW（P<0.01），BAW（P<0.01），PS
（P<0.05），PS-D（P<0.05）において有意な差が認めら
れた。ⅢC において 11 歳と 14 歳の間では，各計測項
目の有意差は認められなかった。
　女児では，ⅢB における 8 歳と 11 歳の間で，C-DAW	

（P<0.01），PV（P<0.05），PV-D（P<0.05），PD
（P<0.05），PD-D（P<0.05）の値に有意な差が認めら
れた。ⅢC において 11 歳と 14 歳の間での有意差は示
されなかった。
5． ⅢA，ⅢB，ⅢCの 3時点における経歯齢変化 

（表 10,	11）
　Dental	Age を基準とし，各計測項目の成長変化を
検討した。なお，同一症例で 8 歳と 11 歳においてⅢ
B である症例が男児 25 症例中 5 症例，女児 15 症例中
5 症例認められ，それらを除外して検討した。そのう

ちⅢA からⅢC の経歯齢資料がそろっている症例は男
児 7 例，女児 6 例であり，これらを対象に歯列および
歯槽基底形態の各計測項目の経歯齢変化を検討した。
　男児に関し（表 10），PS，PS-D を除いた各計測の
平均値はⅢA，ⅢB，ⅢC と経歯齢的に増加しており，
C-DAW，BAW，PV，PV-D，PD，PD-D において 3
群間の有意差が示された。各群間の比較では，PD，
PD-D がⅢB とⅢC 間において，C-DAW，BAW，PV，
PV-D，PD，PD-D がⅢA とⅢC 間において，有意差が
示された。
　女児に関し（表 11），M1-DAW，BAW，PV，PS-D，	
PD，PD-D の平均値は経歯齢的に増加しており，
C-DAW，M1-DAW，BAW，PD において 3 群間の有
意差が示された。各群間の比較では，C-DAW がⅢA
とⅢB 間において，M1-DAW，BAW，PD がⅢA とⅢ
C 間において，有意差を認めた。
6．歯列弓形態と歯槽基底形態の関連（14歳時の評価）
　不正咬合の 1 指標として設定した ALD と M1-DAW
の関係を示す散布図を図 16 に示す。ALD は平均
-0.35 mm で，最大 -15.1 mm（叢生）から +8.0 mm	

（空隙歯列）に分布していた。M1-DAW は平均 48.2 mm
で最大値は 51.5 mm，最小値は 42.1 mm を示した。
　ALD は M1-DAW との間に相関（r=0.61,	P<0.01）
を認めたが C-DAW との相関は認められず，歯列弓

表6　経年変化を評価する各計測項目における，各暦齢のDental	age間の有意差（男児）
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表 6 経年変化を評価する各計測項目における，各暦齢の Dental age 間の有意差

（男児） 

 

  

8歳 11歳 14歳
ⅢA（n=16），ⅢB（n=11） ⅢB（n=19），ⅢC（n=8） ⅢC（n=10），ⅣA（n=17）

C-DAW （㎜） n.s. n.s. n.s.
M1-DAW（㎜） n.s. n.s. n.s.

BAW（㎜） n.s. n.s. n.s.
PV （㎣） n.s. n.s. n.s.

PV-D（㎣） n.s. n.s. n.s.
PS（㎟） n.s. n.s. n.s.

PS-D（㎟） n.s. n.s. n.s.
PD （㎜） n.s. n.s. *

PD-D （㎜） n.s. * †

n.s. : not significant, *p<0.05, †: p<0.01(by Mann-Whitney U test)

男児

表7　経年変化を評価する各計測項目における，各暦齢のDental	age間の有意差（女児）
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表 7 経年変化を評価する各計測項目における，各暦齢の Dental age 間の有意差

（女児） 

  

8歳 11歳 14歳
ⅢA（n=7），ⅢB（n=12） ⅢB（n=12），ⅢC（n=7） ⅢC（n=7），ⅣA（n=12）

C-DAW （㎜） n.s. n.s. n.s.
M1-DAW（㎜） n.s. n.s. n.s.

BAW（㎜） n.s. n.s. n.s.
PV （㎣） n.s. n.s. n.s.

PV-D（㎣） n.s. n.s. n.s.
PS（㎟） n.s. n.s. n.s.

PS-D（㎟） n.s. n.s. n.s.
PD （㎜） n.s. n.s. n.s.

PD-D （㎜） n.s. n.s. n.s.
n.s. : not significant, *p<0.05, †: p<0.01(by Mann-Whitney U test)

女児
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表8　経年変化を評価する項目における，各Dental	ageにおける暦齢間の有意差（男児）
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表 8 経年変化を評価する項目における，各暦齢で同じであった Dental age 間
の有意差（男児） 

ⅢB ⅢC

8歳ⅢB（n=11），11歳ⅢB（n=19） 11歳ⅢC（n=8）,  14歳ⅢC（n=10）

C-DAW （㎜） † n.s.
M1-DAW（㎜） † n.s.

BAW（㎜） † n.s.
PV （㎣） n.s. n.s.

PV-D（㎣） n.s. n.s.
PS（㎟） * n.s.

PS-D（㎟） * n.s.
PD （㎜） n.s. n.s.

PD-D （㎜） n.s. n.s.
n.s. : not significant,  *: p<0.05, †: p<0.01(by Mann-Whitney U test)

男児

表9　経年変化を評価する項目における，各Dental	ageにおける暦齢間の有意差（女児）
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表 9 経年変化を評価する項目における，各暦齢で同じであった Dental age 間
の有意差（女児） 
  

ⅢB ⅢC

8歳ⅢB（n=12），11歳ⅢB（n=12） 11歳ⅢC（n=7）,  14歳ⅢC（n=7）

C-DAW （㎜） † n.s.
M1-DAW（㎜） n.s. n.s.

BAW（㎜） n.s. n.s.
PV （㎣） * n.s.

PV-D（㎣） * n.s.
PS（㎟） n.s. n.s.

PS-D（㎟） n.s. n.s.
PD （㎜） * n.s.

PD-D （㎜） * n.s.
n.s. : not significant,  *: p<0.05, †: p<0.01(by Mann-Whitney U test)

女児

表10　Dental	age	3時点の経歯齢変化（男児）

表11　Dental	age	3時点の経歯齢変化（女児）
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長径 DAL との相関が認められた（r=0.52,	P<0.01）。
ま た ALD は 歯 槽 基 底 形 態 を 示 す BAW（r=0.31,	
P<0.05），BAL（r=0.53,	P<0.01）との相関を認められ
た。ALD を算出する AAL と RAL との関連性では，
AAL との相関を認めた（r=0.65,	P<0.01）が，RAL
との相関は認められず，ALD には歯冠幅径より歯列
弓の大きさが関係することが示された（表 12）。
　歯列弓幅径に対する歯槽基底形態の関りを検討し
た結果，M1-DAW は，BAL（r=0.55,	P<0.01），BAW

（r=0.57,	P<0.01），PV（r=0.51,	P<0.01），PV-S（r=0.4,	
P<0.05），PS（r=0.7,	P<0.01），PS-D（r=0.53,	P<0.01）
との相関が認められた。一方，口蓋の深さを示す
PD，PD-D との相関は認められなかった（表 13）。

考　　察

1．研究資料について
　本研究に用いた資料は，昭和 40 年から蒐集を行っ
た一般集団の成長期の縦断資料である。当時の資料は
現代人との世代差により歯列形態や顎骨形態が異なる
可能性があるが，倫理上の社会的制約を考慮すると，
現代において同様の経年資料を採得することはきわめ
て困難である。そのため正常咬合，乳歯列，永久歯列
などを対象としたセファロ分析や模型分析は，横断資
料による断片的な報告が多い 27–29）。縦断資料は横断資
料と比べ標本数に限りがあり，資料採得に長い年月を
要する。一般集団の長期的な縦断資料である本資料は，
顎顔面の成長発育を評価し診断基準を得るため，非常

49 
 

 

図 16 アーチレングスディスクレパンシーと歯列弓幅径の散布図 

 

 

 

図16　アーチレングスディスクレパンシーと歯列弓幅径の散布図

表12　ALDと歯列歯槽基底形態各計測項目との相関関係 表13　	第一大臼歯間歯列幅径（M1-DAW）と歯槽基底各
計測項目との相関関係
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表 12 ALD と歯列歯槽基底形態各計測項目との相関関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

r Significant Level
AAL（㎜） 0.65 †
RAL （㎜） -0.29 n.s.
DAL （㎜） 0.52 †

C-DAW （㎜） 0.13 n.s.
M1-DAW （㎜） 0.61 †

BAL （㎜） 0.53 †
BAW （㎜） 0.31 *
PV（㎣） 0.41 *
PV-D（㎣） 0.42 *

PS（㎟） 0.57 †
PS-D（㎟） 0.45 *
PD（㎜） 0.19 n.s.

PD-D（㎜） 0.07 n.s.
n.s. : not significant, *: P<0.05, †: P<0.01 (by Pearson's correlation coefficient)

ALD
n=29
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表 13 第一大臼歯間歯列幅径（M1-DAW）と歯槽基底各計測項目との相関関

係 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

r Significant Level
BAL（㎜） 0.55 †
BAW（㎜） 0.57 †
PV（㎣） 0.51 †

PV-D（㎣） 0.4 *
PS（㎟） 0.7 †

PS-D（㎟） 0.53 †
PD（㎜） 0.02 n.s.

PD-D（㎜） 0.07 n.s.
n.s. : not significant, *: P<0.05, †: P<0.01 (by Pearson's correlation coefficient)

n=29
M1-DAW （㎜）
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に有益で，貴重な資料であると考えられる。
　本資料は 6 歳から 14 歳まで 1 年間隔に採得された
資料 21–23）であるが，今回の計測では，第一大臼歯の
萌出が完了していることを前提としたことより，8 歳，
11 歳，14 歳の 3 時点での上顎歯列模型を対象に，そ
の経年変化について検討を行った。
　本研究では，一般集団の経年歯列石膏模型をデジタ
ルデータ化することで，上顎の歯列弓形態と歯槽基底
形態の三次元的形態を計測し，矯正歯科治療で対象と
することが多い成長期の経年変化を知ることができ
た。一般集団である本資料には，歯列不正を示すもの
も少なからず含まれていた。歯列不正を表す項目を増
やして経年変化を評価することが今後の課題と言え
る。
2．歯列模型の三次元デジタル画像分析について
　歯列模型の三次元デジタル画像を用いた研究は一般
的となってきている 30）。先行研究において，本研究
と同様 3D	Scanner，分析ソフトウェアを用いた計測
精度に関し報告した。デジタル模型の距離的計測を実
測値と比較した結果，計測誤差は 0.2～0.5 mm，信頼
度係数が 98.1～99.4% であり，臨床上十分な精度を有
していることを確認した 12）。Huang ら 14）は，CBCT
画像を三次元に構築し中国人成人男女の口蓋形態評価
を行っているが，骨格性Ⅰ級と比べてⅡ級の被験者は，
口蓋後方が平坦で狭いことを報告した。本研究では暦
齢および Dental	age による分類を行ったのみで，ま
た成長期の変化であるため，比較は難しいが，従来で
は計測が困難であった口蓋容積や面積の経年的計測が
可能となり，三次元的計測方法のより高い有用性が示
されたと考えられる。また Muchitsch ら 15）は同様に
三次元デジタル画像を用いて RME の拡大前後の変化
を報告した。拡大前と拡大後では，口蓋幅と断面積は
有意に増加したが，口蓋高さと長さでは減少を示した
と報告している。対象年齢は平均 8.3 歳と，本研究と
も同様に第一大臼歯萌出後の児童を対象としていた。
　口蓋部の成長変化は三次元的な現象であるため，三
次元計測が可能であっても，その明確な描写は難しい。
過去には，混合歯列期のデジタル模型を用いて，上顎
乳歯の口蓋歯肉中央点を参照点として口蓋容積および
口蓋面積の計測を行っている 30）。本研究で行った口
蓋の計測方法でも，第一大臼歯と中切歯の歯肉縁点を
参照した歯頸平面を設定し，歯の形態を含まず口蓋の
部分を定義することで，口蓋の三次元形態を評価する
ことが可能となった。
3．歯列弓および歯槽基底形態の成長変化について
　歯列弓形態，歯槽基底形態の成長変化について，以
前の論文では，乳犬歯間幅径は第一大臼歯萌出時期に

著名な増加を示したのち，その後脱落までは緩やかな
増加を示し，第一大臼歯間幅径では 8 歳から 14 歳に
かけて漸次的増加傾向を示したという報告がある 13）。
今回の研究でも，C-DAW および M1-DAW において
8 歳から 11 歳にかけて大きな経年的増加が認められ，
過去の論文とも一致していた。また，ほとんどの時期
で女児よりも男児の値が大きいことが示されたこと
も，同様の結果となった 13）。C-DAW は女児において
11 歳から 14 歳にかけて減少が認められたが，犬歯部
での減少は女児で早く生じる傾向にあったという過去
の報告 12）と同様の変化を示した。
　BAW は女児に比べ男児で大きく，男女ともに経年
的増加を示した。過去の報告 30）でも，歯槽基底幅径
は，歯列弓幅径と同様な発育変化を示したという結果
が示されている。M1-DAW と BAW の変化として，
特に女児において 11 歳から 14 歳の間で増加量が少な
かった。第一大臼歯の歯列歯槽基底の幅径の成長変化
には，側方歯の交換に伴う，第一大臼歯の近心的移動
が関わっている可能性がある。本研究結果と同様に坂
井 31）は，12 歳から 15 歳の間の上顎歯列の第一大臼
歯間幅径の変化量が少ないことを報告した。そして第
一大臼歯が，第二乳臼歯の脱落により近心移動すると
同時に舌側に移動することが関わっていると考察して
いる。
4．口蓋形態の成長変化について
　口蓋容積の評価法として Shahen	S ら 32），Gracco
ら 33）は本研究と同様の計測を行ったが，その目的は
上顎拡大装置の効果に関する評価であり，成長変化を
検討した報告ではない。Primožic ら 30）は，平均年齢 5.3	
歳を対象に 2 年半の短期間で口蓋容積の成長変化を報
告し，経年的に口蓋容積が増加することを示した。本
研究と同様に口蓋容積を計測し，成長に伴う増加を示
したが，第一大臼歯が萌出する前の個体のため第一大
臼歯より前方を評価した研究である。矯正歯科治療で
は就学後の個体を対象とすることが多く，本研究で示
された 8 歳，11 歳，14 歳における口蓋容積のデータ
は臨床上より有用と考えられる。
　PV，PV-D は 8 歳から 14 歳にかけて経年的増加が
認められ，3 時点すべてにおいて男児が女児と比べ大
きい値を示した。一方女児の PV-D は，11 歳から 14
歳にかけて増加率の減少を示した。女児においては
11 歳以降，全体の口蓋容積が歯槽高径の増加に伴い
拡大するのに対し，口蓋深部の形態変化が次第に収束
へと向かっている可能性があると考えられた。佐久間
ら 18）は，格子パターン投影法を用いて，暦齢で 6 歳
から 12 歳における同一個体の 1 年ごとの上顎石膏模
型を使用し，口蓋容積が 10～11 歳で口蓋後方部容積
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が著しく増加することを報告した。本研究でも同様の
結果が示され，男女ともに 8～11 歳にかけて PV お
よび PV-D の有意な増加が認められた。嘉藤ら 17）は，
半導体レーザーにて 3 歳，4 歳，5 歳の歯列模型を三
次元計測し，口蓋断面積，口蓋容積を横断的に年齢別
および男女別に比較検討した。本研究と比べ低年齢児
に対する検討であるが，口蓋容積が女児より男児のほ
うが大きい値を示し，増齢とともに大きくなることを
報告した。
　口蓋面積の成長変化として，男児の 8 歳と 11 歳間
で有意な増加を認めたが，女児では各年齢間の有意差
は示されず，11 歳から 14 歳の間，男女ともに PS の
増加量が低下していた。このことには，側方歯交換に
伴う第一大臼歯の近心移動が関わっているものと考察
された。また各年齢における口蓋面積の大きさに男女
間で有意な差は認められなかった。歯列デジタル画像
を用いて口蓋部の計測を行った報告では，口蓋容積は
経年的に有意に増加すること，口蓋面積の大きさに関
して男女間に有意差は認められなかったという本研究
と同様の結果が示された 30）。
　口蓋の深さを示す PD，PD-D とも，側方歯の交換
に伴い，8 歳から 11 歳にかけ，経年的増加を示し，
男児は女児と比較して 3 時点いずれも大きい値を示
した。特に男児の口蓋の深さ PD，PD-D は，8 歳か
ら 11 歳間と比べて 11 歳から 14 歳間では増加率があ
がっていた。	韓国人 6 歳から 14 歳までの三次元デジ
タル画像の経年資料を用いた研究では，成長に伴い口
蓋の高さが増大したという本研究と同様の結果を報告
した 34）。口蓋容積，口蓋面積と比べ，大臼歯の前後
的位置（遠心面）を反映する値ではなく，ほぼ純粋な
垂直的変化を示している。口蓋の深さの成長変化は，
口蓋容積の増大に少なからず影響していると考察され
た。Massaro ら 35）は，暦齢で 13 歳，17 歳，60 歳の
ブラジル人正常咬合者を対象に経年変化を研究し，口
蓋深度は13歳から17歳にかけて増加したと報告した。
中道ら 19）は，健常者 9～15 歳の石膏模型を使用し口
蓋計測を行った。口蓋の深さは，男女ともに成長に伴
い増加傾向を示し，男児では 11 歳から 14 歳にかけて
増加量が増えたと報告し，本研究でも同様の結果が示
された。
5．暦齢評価と歯齢評価について
　不正咬合の診断において，歯列や顎骨形態の評価基
準を求めるため，暦齢ではなく歯齢あるいは手根骨や
頸椎の成熟度など，生理的年齢を参照することが少な
くない。特に矯正歯科治療で最も行われてきた側面頭
部エックス線規格写真分析では，各 Dental	Age 別に
歯列や顎骨形態を評価する項目の正常値が知られてお

り，日常臨床で有効活用されてきた。本研究の経年資
料は，暦例を基準に蒐集されたものであることより，
各計測項目の経年変化と歯齢との関りを検討した。
　経年変化を評価する各計測項目を，8 歳児，11 歳時，
14歳時の3時点においてDental	Age間で比較したが，
男児の PD-D の他は，有意な差を認めなかった。一方，
ⅢB，ⅢC を対象にそれぞれ 8-11 歳間，11-14 歳の暦
齢で比較したところ，ⅢB の 8-11 歳間において男児
では歯列弓および歯槽基底の幅径と，口蓋面積で有意
差を認め，女児では口蓋の容積や深さの項目に有意差
を認めた。ⅢC の 11-14 歳間では男女とも，すべての
項目で有意差は認めなかった。
　これらの結果は，暦例を基準に蒐集した経年資料を
Dental	Age を基準とした横断資料として検討したこ
とが関わっている可能性がある。本資料の中より，同
じ Dental	Age が 8 歳，11 歳，14 歳の各時点に認めら
れず，ⅢA，ⅢB，ⅢC にかけ経歯齢資料がそろって
いることを条件に症例を選択し，経歯齢変化を検討し
た。男女とも各歯齢 3 群間の有意差を示した項目のう
ち，ほとんどはⅢ A–Ⅲ C 間で 2 群間の有意差を認める
だけであった。この結果は，症例数が男児 7 例，女児
6 例と限られていたことが一因と考えられる。またⅢ
B は男児では 8 歳が 11 例，11 歳が 19 例と，女児では
8 歳が 12 例，11 歳が 12 例と，両時点に同程度に分布
していた。同様にⅢ C は男児では 11 歳が 8 例，14 歳
が 10 例と，女児では 11 歳が 7 例，14 歳が 7 例と，両
時点に同程度に分布していた。したがって同じ Dental	
Age でも，3 年程度の年齢差がある事が少なくないこ
とが分かる。本研究対象となった 8 歳，11 歳，14 歳は
思春期性成長期を含む成長の旺盛な時期であり，ⅢB
やⅢC といった Dental	Age の一段階でも大きな成長
変化が起こっている可能性がある。
　このようにさまざまな要因があるものの，本研究の
結果では歯列形態および口蓋形態は，Dental	age よ
り暦齢が，経年変化を評価する重要な指標となること
が示唆された。側面頭部エックス線規格写真分析は，
各 Dental	Age の基準値を参照し矯正の診断に広く有
効活用されているが，暦齢による評価基準を用いた診
断も有効と考えられる 24）。今後は，歯列模型を用い
た Dental	Age ではなく，生理的年齢をより詳細に反
映するエックス線を用いた永久歯の発育段階 22）など
を参照した評価が求められると考察された。
6．歯列弓形態と歯槽基底形態の関わりについて
　歯列不正を形作る歯列弓形態と，骨格形態を反映
する歯槽基底形態との関りを知ることを目的とし，14
歳時点の男子のデジタル模型を対象に，各計測値の相
関関係について解析を行った。
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　歯列不正の叢生の指標として設定した ALD は，
AAL,	DAL,	M1-DAW,	BAL,	BAW,	PV,	PV-D,	PS,		
PS-Dと有意な相関関係を示した。歯列弓幅径に関して
は，M1-DAW と有意に高い相関を示したが，C-DAW
との関わりは認められなかった。また歯列弓長径とも
有意な相関を示したことより，歯列弓の大きさが ALD
の発現と関わることが示された。AAL と RAL 差とし
て算出された値であるが，AAL と高い相関が示され
た一方，RAL とは有意な相関が示されなかった。同様
な結果は Howe らにより示されており，叢生は歯冠幅
径などの歯の大きさよりも，歯列弓周長と関わってい
ることを報告し，叢生の主な要因は，上顎骨の前後的，
側方的な劣成長と述べた 36）。オーストラリアのアボリ
ジニ人を対象とし，食性変化前後の世代間で歯列形態
を比較した研究からは，現代人における ALD の発現
には歯の大きさよりは上顎骨の大きさが深く関わるこ
とが報告された 37）。
　本研究の結果より ALD は，BAW,	BAL と，PV,	
PV-D,	PS,	PS-D とも有意な相関が認められた。した
がって，ALD の発現には，上顎骨の歯槽基底形態の狭
窄を主とする劣成長が深く関わっており，同時に歯列
弓の狭窄を発現していることが示唆された。そして，
M1-DAW が歯槽基底形態を表す各計測項目と有意な
相関を示したことより，第一大臼歯間の幅径は上顎骨
の成長を示唆する臨床的に重要なパラメーターと考え
られる。同様な意見として McNamara は，上顎骨の狭
窄は最も多い顎変形の一つであるが定量化されておら
ず，第一大臼歯歯頸部の舌側間距離（36-39 mm）の計
測が臨床的に有用であり，同計測部位の狭窄が強い場
合は上顎歯槽基底部の拡大，すなわち急速拡大法の適
用が必要であると報告した 4）。
7． 口蓋形態と歯列弓および歯槽基底形態との関わり
について

　14 歳時の資料を用い，上顎の歯列弓形態と歯槽基
底形態を検討した結果，口蓋の容積および面積が，不
正咬合の指標としての ALD や M1-DAW が関わって
いることが示された。口蓋形態は舌圧など口腔機能の
影響を直接受けており 10），歯列弓や歯槽基底部の狭
窄を伴う不正咬合の発現に関わっていると考えられ
る。デジタルモデルを用いた計測は，三次元的に複雑
な口蓋を比較的容易に計測可能であり，本研究結果は，
混合歯列期における矯正歯科治療において，上顎歯列
および歯槽基底形態の成長予測に有益であると考えら
れた。また矯正歯科治療における診断基準の確立，口
腔機能との関わりの解明にも有用と考えられた。
　成長期における上顎骨形態は，機能的要因などさま
ざまな要因の影響を受けるため，個体差が大きい。本

研究に用いた資料は，昭和 40 年から蒐集を行った一般
集団の成長期の縦断資料であり，経年資料として貴重
であるが，現代の成長様相や基準値として使用するに
あたっては古いデータである。また対象者は女児の方
が少なく，14 歳時点の計測は男子のみ行った。今後の
研究としては，現代の口蓋形態の成長変化を把握する
ため，歯根の発育段階や頸椎の成熟などを指標にし，
より個成長を反映した評価基準を作成するために，長
期における経年変化を研究することが課題と言える。

結　　論

　本研究では日本人一般集団の経年歯列模型を対象
に，8 歳児，11 歳児，14 歳児の 3 時点の上顎歯列お
よび歯槽基底形態の経年変化を評価し，14 歳児にお
いては，上顎の歯列弓形態，歯槽基底形態と口蓋形態
のかかわりについて検討した。
　研究資料は，歯科学的な健康管理を目的に協力の
得られた，横須賀市在住の昭和 40 年時点で 6 歳の，6
歳から 14 歳までの一年間隔に採得した経年的上顎歯
列石膏模型である。8 歳児，11 歳児，14 歳児の 3 時
点の経年変化を評価し（計 46 名，男児 27 名，女児
19 名），Dental	Age との関りを検討した。また男子
14 歳時（計 29 名）の歯列デジタルモデルを用い，上
顎の ALD および M1-DAW と，歯列弓形態，歯槽基
底形態の関わりを検討し，次の結果を得た。
1．	歯列弓幅径は，犬歯（乳犬歯）間幅径および第一

大臼歯間歯列幅径において 8 歳から 11 歳にかけて
大きな経年的増加が認められた。

2．	上顎歯槽基底弓幅径は，男女ともに経年的増加が
認められた。上顎歯槽基底弓幅径は女児に比べて
男児が大きく，女児において，11 歳から 14 歳に
かけて増加率の減少が示された。

3．	口蓋容積は，男女とも 8 歳から 14 歳にかけて経年
的増加が認められた。11 歳と 14 歳において男児
が女児と比べ大きな容積を示した。また女児の口
蓋容積は 11 歳から 14 歳にかけて増加率の減少を
示した。

4．	口蓋面積の大きさは，男児では経年的増加が認め
られた。女児では 11 歳から 14 歳にかけて増加率
の減少を示した。口蓋面積では，男児において 11
歳から 14 歳で減少を示した。女児では経年的増加
が認められた。

5．	口蓋の深さは，男児の 8 歳から 11 歳の間と比べ
て，11 歳から 14 歳の間では増加率があがっていた。
男児は女児と比較して 3 時点いずれも大きい値を	
示した。

6．	アーチレングスディスクレパンシーは，第一大臼歯
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間幅径と有意に高い相関が示されたが，犬歯間幅径
との関りは認められなかった。また，歯列弓長径
とも有意な相関を示し，上顎歯槽基底弓幅径および
歯槽基底弓長径とも有意な相関を示した。
アーチレングスディスクレパンシーには，歯冠幅
径よりは歯列弓の大きさ	が関わっていることが示
された。

7．	歯列弓幅径は，上顎歯槽基底弓幅径，上顎歯槽基
底弓長径，口蓋容積および口蓋面積と有意な相関
関係を示したが，口蓋の深さとの関りは認められ
なかった。

8．	口蓋形態は，Dental	age よりも暦齢からその成長
変化を把握しやすいことが示唆された。
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